
徳島県耐震改修促進計画の改定について

令和２年９月１日

徳島県 県土整備部 住宅課 建築指導室
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１．徳島県耐震改修促進計画について

２．耐震化率の状況について

３．これまでの耐震化施策の検証

４．耐震化を取り巻くその他の要因

５．今後のスケジュール
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１．徳島県耐震改修促進計画について
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●平成１８年 １月 耐震改修促進法 改正

○ 耐震化の数値目標を盛り込んだ計画の作成が義務化（第５条第１項）

●平成１９年 ３月 「徳島県耐震改修促進計画」策定

○ 耐震化の目標

今後１０年で倒壊等のおそれのある住宅全ての耐震性能向上を目指す

○ 地震時における建築物の倒壊等による被害の軽減を図ることを目的に、
下記の目標を設定し、取組方針や支援策などの施策を記載

住 宅： 平成１５年度末時点で６４．９％を

特定建築物： 平成１８年１月現在で学校４０．５％、病院７３．０％、庁舎４３．８％、公営住宅９２．３％を

平成２７年度末で学校９０％、病院９０％、庁舎９０％、公営住宅９５％を目指す

◆平成２３年 ３月 「東日本大震災」発生

◆平成２５年 ７月 「南海トラフ巨大地震」に係る新たな被害想定の発表

◆平成２５年１１月 耐震改修促進法 改正

緊急安全確認大規模建築物や要安全確認計画記載建築物の耐震診断と結果報告が義務化

策定後の主な出来事
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●平成２６年 ３月 「徳島県耐震改修促進計画」改定

○ 耐震化の目標

住 宅： 平成２０年１０月時点で７２．０％を 令和２年度末までに１００％を目指す

特定建築物： 平成２４年度末時点で学校８７．３％、病院７５．４％、庁舎５７．７％、公営住宅９１．４％を

令和２年度末までに１００％を目指す

◆平成２８年 ４月 「熊本地震」発生

◆平成２９年 ７月 「中央構造線活断層地震」に係る被害想定の発表

◆平成３０年 ６月 「大阪府北部地震」発生

改定後の主な出来事

●令和２年度 「徳島県耐震改修促進計画」改定作業に着手
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＜参考＞国の計画及び目標

「住生活基本計画」
国は、住宅セーフティネットの確保を図りつつ、健全な住宅市場を整備するとともに、国民の住生活の「質」の

向上を図る施策への転換を図る道筋を示した「住生活基本法」を平成１８年に制定し、この法律に基づいた「住
生活基本計画」を平成１８年９月に策定。

計画はおおむね５年ごとに見直すこととなっており、耐震化に関する目標は次のとおり。

●平成２３年３月改正

大規模な地震時等において危険な住宅及び住宅市街地の安全性の確保等により、安全・安心な住宅及び
居住環境の整備を図るため、新耐震基準（昭和５６年基準）が求める耐震性を有する住宅ストックの比率を、
現状（H20）７９％を令和２年に９５％を目指す

●平成２８年３月改正

質の高い住宅ストックを将来世代へ承継するため、耐震性を充たさない住宅の建替え等による更新が図れ
るよう、耐震基準（昭和５６年基準）が求める耐震性を有しない住宅ストックの比率を、現状（H25）１８％を令和
７年におおむね解消を目指す
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２．耐震化率の状況について
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住宅の耐震化率（全国）の状況 （目標：令和２年までに９５％、令和７年までに概ね解消）

平成３０年の住宅の耐震化率は約８７％で、平成２５年より５ポイント進捗して
いる。

※ ５年に１度実施される「住宅・土地統計調査」の結果から推計 8



住宅の耐震化率（徳島県）の状況 （目標：令和２年度末までに１００％）

平成３０年の住宅の耐震化率は約８２％で、平成２５年より５ポイント進捗して
いる。

総戸数 298,800戸

耐震性あり 230,200戸

耐震性不足 68,600戸

※平成３０年の推計値
耐震化率 約８２％

総戸数 297,000戸

耐震性あり 213,700戸

耐震性不足 83,300戸

総戸数 305,300戸

耐震性あり 250,109戸

耐震性不足 55,191戸

総戸数 288,000戸

耐震性あり 186,800戸

耐震性不足 101,200戸

※平成１５年の推計値
耐震化率 約６５％

※平成２０年の推計値
耐震化率 約７２％

※平成２５年の推計値
耐震化率 約７７％

平成１５年 平成２０年 平成２５年

平成３０年

※ ５年に１度実施される「住宅・土地統計調査」の結果から推計 9

特定建築物(*)の耐震化率（徳島県）の状況 （目標：令和２年度末までに各施設１００％）

平成３０年度末の耐震化率は下表のとおりで、平成２４年度より各施設とも耐震化
は進捗している。

＊ 特定建築物とは、多数の者が利用する一定規模以上の建築物

●現状

学　校 40.5% 87.3% 99.6%

病　院 73.0% 75.4% 88.6%

庁　舎 43.8% 57.7% 82.4%

公営住宅 92.3% 91.4% 93.7%

施　設　名 平成１８年１月現在 平成２４年度末 平成３０年度末
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３．これまでの耐震化施策の検証
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（１）大規模建築物等に係る耐震診断の義務付け
●耐震改修促進法の改正（H25.11施行）
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義務付け建築物の指定状況等

要緊急安全確認大規模建築物 H25.11 ３２棟 H27.12　の報告時点

耐震性あり　２６棟

耐震性なし　　６棟

R2.3末時点

「耐震性なし」と診断された　６棟の状況

移転・解体済み　２棟

建替え工事中　　２棟

改修予定　　　　  １棟

検討中　　　　　　 １棟

令和２年３月３１日現在

棟数 診断結果など対象建築物 指　定
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県が指定する １回目 H26.3 １２棟 H28.3　の報告時点

庁舎、避難所等の 耐震性あり　１１棟
防災拠点建築物 耐震性なし　　１棟

R2.3末時点
「耐震性なし」と診断された　１棟の状況

改修予定　　　　  １棟

２回目 H29.7 １７棟 今年度、診断結果等を公表する予定

３回目 H30.3 １０棟 今年度、診断結果等を公表する予定

４回目 H31.3 ３棟 令和３年度以降、診断結果等を公表する予定

対象建築物 指　定 診断結果など棟数

令和２年３月３１日現在
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県又は市町村が指定する H26.3

緊急輸送道路等の
避難路沿道建築物

２５２棟

令和２年３月３１日現在

対象建築物 指　定 対象棟数
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（２）木造住宅の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策

耐震診断1
大規模な地震に対して、どの程度の安全性があるかを判定

耐震診断員（建築士）が、
ご自宅を訪問し、
現地調査（２時間程度）を
行います。
後日、耐震診断員が
再度訪問し、診断結果を
説明します。

木造
（在来軸組構法、伝統構法、枠組壁工法等）
平成12年5月31日以前に着工
３階建て以下
住宅
（併用住宅、共同住宅、長屋、借家、空き家を含む）

3,000円 ※一部市町村は無料

要件

費用 4万円のところ
自己負担

要件

耐震診断で、評点1.0未満と判定

※耐震診断を受けられた時期が平成25年度以前の場合は、
再度、耐震診断から行う必要があります。

※耐震シェルター設置や住替え（除却）を予定している方は
お申込みできません。

6,000円 ※一部市町村は無料
費用

診断結果を元に、
改修工事の参考となる
補強計画と概算費用を
提示します。

概算費用

□本格的に補強
260万円程度

□簡易に補強
110万円程度

6万円のところ
自己負担

補強計画2
改修工事の参考となる補強計画を提示

無料の市町（R2.4現在） 無料の市町村（R2.4現在）

①徳島市 ③吉野川市 ④三好市

⑤勝浦町 ⑥上勝町 ⑦石井町 ⑧松茂町

⑨北島町

②鳴門市 ①吉野川市 ③三好市 ④勝浦町

⑥石井町 ⑦松茂町 ⑧北島町

②美馬市

⑤佐那河内村

⑨藍住町 ⑩板野町 ⑪上板町
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耐震改修支援事業

要件

上乗せ

万円
＋

（補助率4/5）

100万円

※市町村によって異なります。

10万円
＋

耐震改修支援事業
住まいのスマート化
支援事業

耐震診断で、評点1.0未満と判定

（必須事項）

改修後の評点を1.0以上とする工事
高さ1.5m以上の家具の固定
県登録の施工者等が施工
のぼり旗設置や見学会等への協力

分電盤タイプの感震ブレーカーの設置
※日本配線システム工業会の規格適合品に限ります。
※コンセントタイプや簡易タイプは認められません。

（対象にできる工事）
部分的な欠陥を改修する工事
危険なコンクリートブロック塀の撤去等

耐震改修支援事業又は耐震シェルター設置
支援事業と併せておこなう

（必須工事）
ＩＣＴやＡＩを活用した設備を設置するスマート化
工事

＜例＞
・見守り機能付きトイレの設置
・見守りセンサーの設置
・スマートロックの設置
・遠隔確認機能付き宅配ボックスの設置
・地震計の設置 等

（対象にできる工事）
省エネルギー化工事
バリアフリー化工事 等

耐震とあわせて最先端のリフォームもしたい

要件

要件

上乗せ

万円
＋

（補助率4/5）

100万円

＋

（補助率2/3）

30万円

※市町村によって異なります。

※市町村によって
異なります。

上乗せ

万円

10万円
＋

分電盤タイプ（内蔵型） 分電盤タイプ（後付型）

火災
予防
火災
予防

※住まいのスマート化支援事業は、耐震改修支援事業か耐震シェルター
設置支援事業のいずれかと併せて行うことで支援対象になります。

耐震改修 スマート化＋ ＝ 140万円＋上乗せ

シェルター スマート化＋ ＝ 110万円＋上乗せ

耐震シェルター設置
支援事業

※徳島県で認定している耐震シェルターに限ります。
R2.3月現在は２社（㈱とくしま防災ネット、フレッセ）

住宅が倒壊しても命は守りたい

要件

＋

（補助率4/5）

80万円

※市町村によって
異なります。

上乗せ

万円

耐震ベッドの場合は40万円

耐震診断で、評点1.0未満と判定
現在居住している住宅

（必須事項）
耐震シェルター又は耐震ベッドの設置
高さ1.5m以上の家具の固定
県登録の施工者等が施工
啓発モニターとして協力（ｼｪﾙﾀｰの場合）

改修工事3

住み続けたいので本格的に補強(1.0以上)
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住替え支援事業

耐震診断で、評点0.7未満と判定
昭和56年5月31日以前に着工
現在居住している住宅

（必須事項）
住宅のすべてを除却
解体業者が施工

（対象にできる工事）
危険なコンクリートブロック塀の撤去等

住替えや建替えに伴い古い住宅を壊したい

要件

＋

（補助率2/5）

30万円

※市町村によって
異なります。

上乗せ

万円

上乗せがある市町村の状況

Ｒ２市町村別　補助金一覧表

基本
感震ﾌﾞﾚｰ

ｶｰ設置
上乗せ 基本 上乗せ 基本 上乗せ 基本 上乗せ

1 10 80 － 30 － 30 30

2 － 80 20 30 － 30 －

3 40 80 70 30 20 30 20

4 30 80 30 30 20 30 －

5 30 80 － 30 － 30 －

6 20 80 － 30 － 30 －

7 20 80 － 30 － 30 －

8 20 80 － 30 － 30 －

9 100 － 20 80 － 30 － 30 －

10 10 80 － 30 － 30 －

補助上限額（万円）

市 町 村

R2.4現在

耐震改修 耐震ｼｪﾙﾀｰ ｽﾏｰﾄ化 住替え

110

吉野川市 110

美馬市

三好市

110

110

勝浦町

上勝町

110

110

佐那河内村

石井町

110

110

神山町

牟岐町

110板野町
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事業 要件
H16
当初

H23
6月補正

H25
当初

H27
当初

H28
当初

H28
6月補正

H29
当初

H30
当初

R２
当初

①
診
断

耐震診断 拡充

②
計
画

補強計画

③
改
修
工
事

耐震改修 拡充 拡充 拡充・火災予防対策
とセット

住まいの
安全・安心
リフォーム

拡充 拡充 廃止

耐震シェル
ター

拡充

全世帯

耐震ベッドの設置含む

住替え

④
そ
の
他

住まいのス
マート化

R２.４
住宅課建築指導室

S56.5.31以前に建築 H12.5.31以前に建築

（本格）

（簡易）

（シェルター）

凡例

0.7
未満

S56
1.0
未満

H12

S56
H12

H12

0.7
未満

S56

1.0
未満

H12

S56

3
千円

自己負担

37/40

110
万円

80
万円

30
万円

4/5

2/5

1.0
未満

6
千円

自己負担

1/10

4/5

4/51/2

2/3 60
万円

H12S56

（除却）

H12

H12

1.0
未満

H12

1.0
未満

H12

0.7
未満

S56

1.0
以上

→

向上
→

0.7未満は0.7以上に

→

→ 耐震
ｼｪﾙﾀｰ

除却

耐震シェルターも対象

65歳S56

耐震改修又は耐震シェルターとの併用が要件

110
万円4/5

H12

耐震ベッドの場合 40万円

30
万円

2/3

木造住宅の耐震化を促進するための支援策の変遷
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木造住宅の耐震化を促進するための支援策のこれまでの実績

※平成１６年度からこれまでに耐震診断した約１９，６００戸のうち、耐震改修を行った方は約１７％
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普及啓発活動

○相談窓口の設置

○イベント等での相談会やパネル展、耐震出前講座などによる周知活動

・関係団体と連携し、建物の構造に詳しい建築士が、面談や電話、Ｅメールによる相談に無料で
応じる体制を整えている

・市町村の求めに応じ耐震専門相談員を派遣し個別相談も実施

R2.3.31現在

取　　　　　　　組 実　　　　　　　　　績

イベント等での相談会 累計　１３３回（H24～）

パネル展 累計　２３６回（H19～）

戸別訪問 累計　１５９，８２９戸（H19～）

耐震講座 累計　２４７回（H21～）

R2.3.31現在

取　　　　　　　組 実　　　　　　　　　績

相談件数 累計　４，２７０件（H9～）

・様々な機会を捉え「耐震化の重要性」や「支援制度の内容」を説明
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○県ホームページやパンフレットを活用した住民への情報提供

・県、市町村の広報誌、新聞、ポスター等で支援策をPR

○講習会等による技術者の育成

・耐震診断・改修を行う技術者、事業者を育成するため、「耐震技術者養成講習会」や「耐震技術
フォローアップ説明会」を実施

R2.3.31現在

取　　　　　　　組 実　　　　　　　　　績

技術者育成講習会 累計　２７回（H20～）

受講者人数 累計　２，１９５人（H20～）

「耐震診断員」登録 ４７３人（３６２事業所）

「耐震改修施工者等」登録 ６０７人（４５５事業所）
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検 証

●耐震診断を受けたにも関わらず改修へ進まないケースでは、「工事をどこに依頼すればよいか不明」
や、「経済的な理由」が原因であることが多い

●費用面や利便性が向上しないなど、様々な事情により耐震化が進まない

●耐震化率は平成２０年から１０ポイント向上している

●旧耐震住宅の耐震性不足戸数の減少と新耐震以降の戸数が増えたことが耐震化率アップの要因となっている

●補助制度の拡充や普及啓発の効果により、改修実績数は近年、約４００戸で安定している

●平成２６年の計画改定以降の取組より、計画期間内の改修実績が１．７倍に増加

・策定当初（H19年度）から改定（H25年度）まで ７年間の 累計 １，１５６戸

・改定後（H26年度）から現在（R2年度）まで ６年間の 累計 １，９８０戸 （前回期間の１．７倍）

平成２０年から平成３０年の１０年間に、

・旧耐震住宅の耐震性不足戸数が２８，１０９戸減少（83,300戸→55,191戸）
・新耐震以降の戸数が３３，８２７戸増加（174,200戸→208,027戸）

25

４．耐震化を取り巻くその他の要因
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国土交通省 第４５回住宅宅地分科会資料より

全国の人口の推移と将来推計（年齢層別）
●我が国の総人口は、２０１０年にピーク（１２，８０６万人）となり、以降は減少の見通し。
●２０１０年から２０２５年までに高齢人口は約７０９万人増加（後期高齢＋７５９万人、前期高齢△５０万人）する一方、生産年齢人
口は約１，０８９万人、年少人口は約３６０万人減少する見通し。
●２０１０年から２０６０年までをみると、高齢人口は約５１６万人増加（後期高齢＋９１７万人、前期高齢△４０１万人）する一方、生
産年齢人口は約３，７５６万人、年少人口は約８９３万人減少する見通し。

（７５歳以上）
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国土交通省 第４５回住宅宅地分科会資料より

全国の少子高齢化の進展

●２０２５年に「団塊の世代」が後期高齢者となり、「団塊ジュニア」が５０歳を超える。
●２０１０年には、１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造が、２０２５年には１人の高齢者を１．８人で、２０４０年には１人の
高齢者を１．４人で支える社会構造になると推定。
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国土交通省 第４５回住宅宅地分科会資料より

全国の高齢人口・高齢化率の推移

●前期高齢者の人口は、２０１０年と比較すると、「団塊の世代」と「団塊ジュニア」の間の世代が前期高齢者になるため一旦減少
するが、その後増加する見込み。後期高齢者の人口は、２０１０年以降、一貫して増加する見込み。
●高齢化率をみると、全ての圏域において上昇し続け、地方圏が三大都市圏を一貫して上回って推移。

29

徳島県の人口の推移と将来推計（年齢層別）

●２０１０年から２０４０年までをみると、生産年齢人口の割合は約１割減少する見込み。
●一方、高齢化率については、約１４ポイント増加する見込み。
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全国の空き家の現状

●空き家の総数は、この１０年で１．１倍（７５７万戸→８４９万戸）、２０年で１．５倍（５７６万戸→８４９万戸）に増加。
●空き家の種類別の内訳では、「賃貸用又は売却用の住宅」（４６２万戸）が最も多いが、「その他の住宅」（３４９万戸）がこの１０年
で１．３倍（２６８万戸→３４９万戸）、２０年で１．９倍（１８２万戸→３４９万戸）に増加。
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徳島県の空き家の現状
●空き家数は、この１０年で１．３倍（56,500戸→74,100戸）、２０年で１．８倍（40,800戸→74,100戸）に増加。
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大学の退学を検討
(20.3%)

○「新しい働き方」の社会実装が促進
・テレワークが当たり前に！

4月の都内導入企業割合62.7%(前月＋38.7)

【新型コロナウイルスによる影響】

○大都市部への過度な人口集中によるリスクが顕在化
・緊急事態宣言に伴う休業要請

・従業員の雇い止め、内定切り、アルバイト先の喪失

U・Iターン、
地方での転職を希望

(36.1%)

「WITHコロナ時代」の到来
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今 後 の 検 討 課 題
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５．今後のスケジュール
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令和２年 ９月 第１回会議

会議開催予定

１１月 第２回会議

令和３年 １月 第３回会議

５月 第４回会議

・パブリックコメントでの意見を踏まえた最終計画作成

・実態調査の結果報告

・作成した計画案を基にパブリックコメント実施

・実態調査の途中報告

・耐震化促進への取組や次期目標を具体化し計画案作成

・耐震化施策のあり方や次期目標の方向性

・耐震化率の状況

・これまでの耐震化施策の検証

・耐震化を取り巻くその他の要因
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